
R3.3.31 住民基本台帳人口  64,384 人

世帯数 　　　　　 26,623 世帯

(単位：千円)

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

歳　　　入 32,874,481 30,229,672 30,731,898 32,108,027 47,817,910

歳　　　出 31,213,889 29,336,547 29,015,887 29,586,403 44,813,852

歳入歳出差引額 1,660,592 893,125 1,716,011 2,521,624 3,004,058

 翌年度へ繰り越す
 べき財源 88,538 127,318 646,150 676,817 1,004,846

実質収支額 1,572,054 765,807 1,069,861 1,844,807 1,999,212

　 1,004,846千円を差し引いた実質収支は、 1,999,212千円となった。(第１表)

　　　　　　　　　　第 １ 表 　決算規模の推移　　　　　　（単位：億円)

令 和 ２ 年 度　一 般 会 計 決 算 の 概 要

１．決算規模

　　令和２年度一般会計の決算規模は、歳入 47,817,910千円で対前年度 48.9％増、

　 歳出 44,813,852千円で対前年度 51.5％増となり、 翌年度へ繰り越すべき財源 
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　　　　　　　　　　　　　第２－１表　 歳入構成比の推移　　　　　  （単位：％）

２．歳　入

　　歳入決算額の構成比を見ると、国県支出金が 28.7％で第１位、地方交付税が 26.1％

　で第２位を占めている。（第２－１表）
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(単位：千円)

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

市　　　税 7,440,588 7,644,326 7,589,543 7,687,826 7,769,757

地方交付税 9,291,726 8,996,249 8,878,073 10,268,229 12,466,651

国県支出金 4,795,754 5,373,049 5,341,814 4,762,527 13,718,150

市　　　債 2,488,900 2,300,600 3,615,400 3,024,000 5,377,155

　　　　　　　　　　　　第２－２表 　歳入項目別決算額の推移　　　 （単位：億円）

　　　国県支出金　-----　13,718,150千円で前年度比 188.0％の増となった。

　　　市　　　債　-----　5,377,155千円で前年度比 77.8％の増となった。

　　歳入決算額の主な項目（第２－２表）

　　　市　　　税　-----　7,769,757千円で前年度比 1.1％の増となった。

　　　地方交付税　-----　12,466,651千円で前年度比 21.4％の増となった。
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(単位：千円)

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

総　務　費 5,535,819 5,495,871 5,248,789 3,531,941 14,454,570

民　生　費 8,794,044 8,635,184 8,744,117 9,013,845 9,260,003

衛　生　費 6,027,760 4,199,264 4,135,332 5,279,317 8,825,031

土　木　費 2,380,219 1,984,632 2,190,046 2,068,458 2,407,741

教　育　費 2,375,484 2,712,279 2,309,493 4,013,416 2,840,226

公　債　費 2,869,062 2,854,108 2,881,223 2,995,404 3,049,907

　　　　　　　　　第３－１表 　目的別歳出の決算額の推移　　（単位：億円）

３．歳　出

　　歳出の主な目的別内訳は、総務費 14,454,570千円、民生費 9,260,003千円、

　衛生費 8,825,031千円、土木費 2,407,741千円、教育費 2,840,226千円、公債費

  3,049,907千円となっている。（第３－１表）
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　　　　　　　　　第３－３表 　性質別歳出構成比の推移　　　（単位：％）

　　義務的経費の割合は、前年度と比べて 13.7ポイント低下し、経常的経費の割合

　は 4.1ポイント上昇した。また投資的経費の割合は、 0.3ポイント上昇した。

 （第３－２表・第３－３表）

　　　　　　　　　第３－２表 　性質別歳出の構成比　　　　　 （単位：％）
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　　　　　　　　　第 ４ 表　 経常収支比率の推移　　　　　　（単位：％）

４．財政の弾力性

　　経常収支比率は 91.6％で、前年度と比べて 4.8ポイント上昇した。

　　このうち、人件費充当は 3.5ポイント上昇し、公債費充当は 0.7ポイント

　上昇した。（第４表）
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　　　　　　　　第５－２表 　将来負担比率の推移　　　　　 （単位：％）

５．将来の財政負担

　　実質公債費比率は、8.1％で前年度と比べて 0.2ポイント上昇しており、早期

　健全化基準の25％を下回っている。（第５－１表）

　　　　　　　　第５－１表 　実質公債費比率の推移　　　　　（単位：％）

　　将来負担比率は、昨年度同様、将来負担額を充当可能財源等が上回ったため算定

　されなかった。（第５－２表）
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(単位：千円)

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

借　入　額 2,488,900 2,300,600 3,615,400 3,024,000 5,377,155

元金償還額 2,645,328 2,666,714 2,724,732 2,858,501 2,937,130

市債現在高 27,718,252 27,352,138 28,242,806 28,408,305 30,848,330

　　　　　　第５－３表 　市債現在高・借入額・償還額の推移 　（単位：億円）

　　市債現在高は、30,848,330千円で、前年度と比べて 2,440,025千円増加した。

　（第５－３表）
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

期 末 残 高 27,718,252 27,352,138 28,242,806 28,408,305 30,848,330

交付税算入見込額 23,947,413 23,959,940 24,923,384 24,401,695 26,522,690

実 質 負 担 額 3,770,839 3,392,198 3,319,422 4,006,610 4,325,640

期 末 残 高 55,897,416 53,721,550 53,944,091 54,585,488 55,370,157

交付税算入見込額 32,419,616 31,892,067 32,711,212 32,116,615 33,624,740

実 質 負 担 額 23,477,800 21,829,483 21,232,879 22,468,873 21,745,417

※交付税算入見込額は、国の理論計算に基づく積算額

全
会
計

(単位：千円)

　　市債現在高のうち、交付税算入見込額を除いた実質負担額は、一般会計で  

　4,325,640千円となり、前年度と比べて 319,030千円増加した。

　　　　　　第５－４表 　市債現在高と交付税算入見込額　　　（単位：億円）
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　（第５－４表）
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(単位：千円)

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

定額運用基金 67,509 0 0 0 0

特定目的基金 6,466,661 7,708,773 7,372,239 7,252,502 5,789,716

減 債 基 金 575,721 575,833 575,936 576,053 576,168

財政調整基金 8,677,727 9,489,297 9,517,540 9,579,485 9,624,211

　　計 15,787,618 17,773,903 17,465,715 17,408,040 15,990,095

776,693 917,058 1,163,301 1,462,638 1,566,616

16,564,311 18,690,961 18,629,015 18,870,678 17,556,711

一
般
会
計

特別会計　 計

全 会 計　合計

　　　　　　　　　第 ６ 表 　基金現在高の推移　　　 　　　 （単位：億円）

６．基金の現在高

　　一般会計の基金現在高は 15,990,095千円で、前年度と比べて 1,417,945千円減少した。

　　このうち、財政調整基金は 9,624,211千円で、前年度と比べて 44,726千円増加した。

　（第６表）
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